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ソ連における会計の指導機構 と
会計責任者について
? ?
は じ め に
周知 の ように,会 計は社会主義の もとでは資本主義 の もとで よ りもさらに重
要 な もの とな る,と いわれ ているがω,こ めと とは取 りも直 さず〉会計 に携わ
る会計担 当者 の役割が社会主義の もとでは資本主義の もとで よ りもさらに 重視
され る,こ とを しめしてい る。事実,経 済改革をすすめ てい る多 くの現存社会
主義諸国では,現 在,経 済改革に とって不可欠な主要な もの として会計は位 置
づけ られ てお り・ また同時に・会計教育 と会計担当者 の育成を執拗に強調 され
るなかで,会 計責任者の役割が重視 され てい る。
ソ連 においては,1965年秋 から開始 された経済改革は,1979年7月12日付の
党お よび政府 の共 同決定 に よって②,改 革 の第2段 階 ともいえる新 しい段 階に
はい る こととな ったが,共 同決定 の採択 と並行 して,会 計 を改革の新段 階に対
応させ るために,一 連 の会計法規 が改正 された。
改正 された会計法規 の うち,主 要 な もの としては,例 えば,資 本主義会計に
おけ る財務諸表作成基準に相 当す る,「会計報告書 とバ ラン ス に 関す る規程」
《lloAo】Keaue.06yxranTepcKHxoTqeTaxva6anaHcax》があ り,こ の新規程は
1980年1月1日から採用 され てい る{3)。新規程は経済改革の過程 で,…報告規律
を厳守 し,ル ー ブル統制を強化 し,独 立採算制を発展 ・強化 して,国 民経済 に
おけ る会計 の役割を高め ることを 目標1こしてお り(〔19〕13),この観点 から,固
定資産 の価額i基準の引上げ,棚 卸の実施方法 の整備,商 晶,材 料 等の減耗損の
処理手続 の変 更,会 計報告書 とバ ランスの提 出期 限の短 縮 な どが 改 正 された
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(〔19〕12)o
また同時に,改 正 された も う一つ の主要 な会計法規 とし て は,「会計責任者
に関す る規程」 《fionoxeHvaeorilaBHNx6yxranTepax》がある。 この新規程は
1980年1月24日付 で ソ連邦閣僚会議 に よって承認 され た(〔22〕50)。新規程 の承
認 は,経 済改革 を実現す る過程 で,改 革 の一つの主要 な用具 として会計が重視
されて くれ ば くるほ ど,そ の会計 に従事 してい る会計責任者 の役割 もます ます
必 要な もの とな ってきてい ることを,し め してい る といえ る。
そ こで,本 稿では,ま ず,今 日の ソ連 において会計は どの よ うに指導 され て
い るのか,そ の指導機構をあ きらかに し,つ ぎに,こ れ までの ソ連 におけ る会
計担 当者た ちの活動 と会計責任者規程 の小史を考 察 しpつ い で,1980年の新 し
い会 計責任者規程の全条文 を紹介 し,最 後に,ソ 連 では会計責任者は どの よ う
に位置づけ られ てい るかを しめ した い。
1ソ 連における会計の指導機構
まず,今 日の ソ連において会計は どの ように指導 され てい るのかをあ きらか
に しよ う。 ㌧
ソ連におい ては,多 くの場合 コルホーズを除いて,す べ ての企業 《晦e胆p・
HsTHe》,連合 《06seAHHeHMe》,組織 《opraHll3allllA》,施設 《yqpe期eHHe》は,
独立採算制の原則で活動す るか,ま たは国家予算 の資金で活動す るかに関係 な
く,全 社会的規模で規定 された会計 と報 告をお こなってお り,統 一会 計制 度を
採i用してい る。 そして,こ の会計制 度は,会 計計算 《6yxramepcKvatiyueT》,経
営(業 務技術)計 算 《ollepaTnBHNfi(ofiepaTvaBHo・TexrtugecKvati)yqeT》,統計計
算 《CTaTliCTMgeCKvatiygeT》が相互 に有機的に結合して形成 され てい る 統一 国
民経済計算 《HapollHoxoSsticTBeHHNthygeT》の制度を支 える一つの制度 とな っ
てい る。 このため,統 一会計制度 の主要 な内容 とその運営 に大 きな影響 を与 え
る基本的な事柄は,ソ 連邦 閣僚会議に よって承認 され る(〔24〕45)。それは,例
えば,さ きに触れた会計報告書 とバランスの規程,ま たあ とで考察 し紹介す る
会計 責任者規程 な どであ る。
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もっとも,ソ 連邦 閣僚会議は会計 の実施 と報告制に とって大 きな影響を与 え
る基本的 な事柄を承認す るとして も,閣 僚会議の要請 に直接答えるのは ソ連邦
閣僚会議 付属 の中央統計局 であ る(〔9〕42,〔24〕45)。中央統計局 は,統 一 国民経
済計算制 度の一つ としての統一会計制度を全体 として順 調に運用 させ るための
全責任 を もってお り,こ のため統一会計制度の基本的 な事柄を不断に調査 ・研
究 して,そ の成果を閣僚会議に提案 して要 請に答え るのであ る。
統一 会計制度 の枠内でお こなわれ る,会 計の実施 と報告書の作成に とっての
会計方法にたいす る指導は,ソ 連邦大蔵 省によってお こなわれ る(〔g〕42,〔24〕45)。
大蔵省は,会 計の実施 と報告書 の作成 にあた って指針 とな る重要な会計問題 を
規定 ・確認 した り,ま た政府 の承認を必要 とす る文書 を作成 した り,現 行会計
法規が順守 され てい るか ど うかを点検 した り先進的 な会計経験を研究 しその普
及に努め る。例 えば,統 一勘定計画 ヒナ型,会 計形態 ヒナ型,報 告 書書式 ヒナ
型 な どを 作成 して確認す る。 こ うした会計方法にたいす る指導は,大 蔵省のな
かにあ る会 計 と報 告書 の局が中心にな って,ソ 連邦中央統計局 と緊密な連 絡を
と りあ ってお こなわれ る(〔2〕23,〔9〕42)。
統一 会計制度 と模範 となる会計方法 の枠 内 で,国 民経済の各部門(例えば,
農業,商 業,工業,建設,運輸などの各部門)の 特殊性に対応し て,会 計の制度 と
方法 を よ り一層具体化す る責任は,全 連邦お よび共和国のそれ ぞれの省 とそれ
に属す る官庁に委託 され る(〔24〕45)(4}。従 って,各 部 門に該当す る経済関係の
省 と官庁は,管 轄下の各企業,生 産管理組織 の先進的形態 とい わ れ る各連合
(例えば生産連合 〔コンビナー ト〕)でお こなわれ る会計処理 と手続,報 告書の作成,
とい った会計実務に必要な補 足的な事項を詳細に規定 ・確認す る。 なお,各 省
と官庁 のなかには,中 央経理 部 《qeHTpaabHas6yxranTePHfl》あるいは 会計 と
報告書 の局があ り,そ こでは,管 轄下の企業,連 合 におけ る会計実務を指導す
る以外 に,企 業,連 合か ら報告書を受取 り,そ れ を分析 して,会 計が規 則通 り
実行 され ているか ど うかの監査がお こなわれ る(〔g〕35,42)。
以上 みて きた,全 国家的指導機関である閣僚会議,中 央統計局,大 蔵 省 と,
上級指導機 関であ る省 と官庁 とが,個 々の企業,連 合,組 織,施 設におけ る会
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計 の実施 と報告 書の作成を統制す る指導機構であ るが乳、こ の機構のなかで,中
央統 計局 と大蔵省は」 会計の指導に とって重要な役割を果 してい るとい える。
それ らは統一会計制度 と模範 とな る会計方法を確認す る機関であ るか らであ る。
しか し,問 題 に よっては,国 家計画委員会,国 家建設委員会,・労働 ・賃金問題
委 員会,価 格 国家委員会,まtc,・ゴスバ ソ,クOaストPイバン ク等が,中 央統 計.
局 と大蔵 省に協 力して,会 計問題 を解決す ることがあ る。減価償却控除 の計画
化,算 定 お よび利用 の方法に関す る問題 な どは,そ の一例 である(〔30〕129)。
閣僚会議,中 央統計局,大 蔵省,省 と官庁に よって 承認 ・確認 された会計 の
事 項は,:決定 《llocTaHoB」leHpte》,規程 《noπoxe騨e》,規則 《npaBMnp》,訓令
《vaHCTPYKUII∬》,命令 《口P孤a3》,指示 《yKa3.aHue>>」、書簡 《fiUCbMO》,模範例
《nPliMep》として公布 され る。公布 され・る一連の会計法規 は,新 らし く制定 さ
れ た り改廃 された りす るが・:時機 をみて一冊窄ハ ン ドブ ックに まとめ られ て出
版 され る㈲。各企業 等`お このハ ン下 ブ ックを手引 として,会 計法規を順守 し,
それ に もとつい て会計実務をお こな うζとにな るb
企業 とその連合において,会 計を実施 して報告書を作成す る機関eま,経理部
(または課ン《6YXra」tTepnSt》であ る,(〔9〕34)。経理部は,企 業 とそ の連合にある
そ の他 の部課の構成 にはい ることはな く,独 立 した 部課 として設置 され る。経、
理部は会計責任者 《rnaBHHh6yxranTep》に よって統轄 され るが,会 計責任者
の職務が予定 され ていない企業においては,上 級会計責任者 《CTaprumb6yxra'
nTep》に よって統轄 され る。上級会計責任者{ま・会計責任考 と甲様に・,同じ権
限 と義務 をもってい る。経理部は,会 計を組織 して執 行し,報 告書を作成 し,
すべ ての経済取引を規則正 し く効率的に統制 し,見 積規律 と財務規律を順守す
る。 こ うした課題にそ くして会計責任者規程が作成 され る。
経理部 の内部 の構成は,企 業規模 と会計業務量に よって異な る。大規模な企
業におい ては,,会計責 任者 とその次長に よって統轄 され る経理 部本部《rnaBHafi
6yxranvepHg》が設置 され る(〔8〕256,〔g〕35)。経理部本部の内部構造 の一例を
み ると,第1図 の よ うに な ってい る(第1図 参照)。、tこの場合,会 計責任者は,
機 関のすべての会計業 務を総合的 に統轄 し,総 括6バ ラソス グルー プと財務 ・
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決済 グルー プの活動を直接指導す る。 その他 のすべ ての グルー プは会計責任者
次長に よって指導 され る。総括 ・バ ラソス グルー プは,元 帳を管理 し,貸 借対
照表や その他の報告書を作成 し,経 営分析をお こない,所 属す る部課の活動を
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監視 し,部 課か ら報告書 を受取 り,そ れを総合報告書の作成 にさいして活用 す
る。 財務 ・決済 グルー プは,積 送品 と販売 の会計を管理 し,当 該の証愚書類を
作成 し,購 買者や納入請 負老 と貨幣取 引,決 済取 引,信 用取引をお こない,決
済 ・計画規律を順守 し,現 金 出納業務 を統制す る(〔8〕257)。い うまで もな く,
経理部本部は,企 業 のなかにあ る計画,財 務等 のそ の他の部 と緊密な関係を も
ちつつ会計業務をお こな うし,経 理部本部の内部 のグルー プの数や構造 は,当
該企業 の具体的条件 に応 じて決定 され る。 小規模 な企業 においては,普 通,経
理部本部は設 置されず,経 理部に所属 してい る個 々 の 会 計 担 当 者 《cgeTHNti
pa60THHK》間に会計業 務が分担 され る(〔9〕35)。
企業内部 にある各職場 または各部課での会計業務は,会 計責任者に従属す る
会計 グルー プ 《ygeTHaA叩y皿a》または会計(簿 記)係 《6yxra,itTepva9》に よっ
てお こなわれ る(〔g〕35)。そ こでは,会 計デー タの第1次 的記録がな され る。
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なお,会 計 の機械化 を採用 している とき,若 干の同種の企業 の会計業務が,
一つの機関に集 中され て一括 して処理 され る場合があ る。 この機関 は集 中経理
部 《qeHTpaall30BaHHa96yxraaTepHg》といわれ る(〔9〕35)。第2図 は集 中経理
部の 内部構造の一例 であ る(第2図 参照)。
ソ連 では,企 業 内部 の個別 の場所(例 えば職場,部課)で,会 計業務を できる
だけ実施 させ るよ うに会計 を組織す ることを,会計の分 権化 《AeqeHTpanva3aqvas
yqeTa》とよび(〔2〕41,〔9〕69),他方,企 業の経理部(課)で,す べ て の会計業
第2図
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務をで きるだけ処理す る ように会計 を組織す ることを,会 計の集権化 《qeHTpa・
an3allMgygeTa》とよんでい る(〔2〕152,〔9〕213)。
会計 の分権化の もとでは,個 別 の場所にい る会計 グル ープや会計係が,原 始
的証愚書類 の作成,計 算の実行 などをお こな うが,概 して貸借対照表を作成す
ることはせず,そ のために必要 な会計 デー タを企業 の会 計責任者に提供す る。
貸 借対 照表 を作成 しない とい う点 では,そ れは会計 の不完全な分権化 または会
計 の部 分的 な分権化 とい える。 会計 の分権化の長所 は,現 場 で経済取引の改善
がで ぎるし,企 業活動のすべての指標が現場で確保で き,こ のため経営指導の
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ための会計 デー タの活用が容易にな る,と い うことにあ る。 しかし,会 計 の分
権化 の短所は,会 計の機械化 と会計担当者 の分業が困難 にな り,こ のため会計
業務量が増大 して会 計担 当者 の数が増加す る,と い うことにあ る。 よって,会
計 の分権化は,個 々の職場が地理的に隔離されてい る等 の場合にお もに採用 さ
れ る(〔2〕41,〔9〕69)。
会計 の集権化の も とでは,経 理部が,原 始的証愚書類 の作成か ら貸借対 照表
の作成にいた るまでの一切 の会計業 務をお こな う。会計 の集権化は,分 権化 と
比較す る と,会 計を組織す るよ り合理的な形態であ るといわれ,そ れ は,会 計
の機械化を容易に して計 算機 の利用 効率を引上 げ るため の有利 な条件をつ くり,
会計担 当者の分業 を可能 にす る。 そ して,す べて これ らの ことが,会 計業務の
生産性を 向上 させ,会 計 の質を高め ることとな る(〔2〕153,〔9〕213)。こ うした会
計 の集権化の特徴を十 分に活用 した会 計の組織化の一例が,集 中経理部 であ る。
この集 中経理部長 も,会 計責任者 と同様に,同 じ権 限 と義務 を もってい る(〔6〕
29)。
以上 これ までに考察してきた ソ連 におけ る会計の指導機構を要約すれば,そ
れ は第3図 の よ うにな る(第3図 参照)。
ところで,ソ 連では会計 を掌 る専門家 〔スペシ ャ リス ト〕 を6yx甲刀Tepと
よんでいる(〔2〕15,〔9〕33)。この言葉は ドイツ語 のBuchhalterから{きた用語
であ る。6yxraZTepは,露和辞典では,会 計係,簿 記係,簿 記方,帳 簿方,会
計官 と訳 され てい る(〔1〕37)。
この会計係は,一 定の権 限 と義務を もった勤務員 《CllyHaPtMti》であ り,男
女の社会的平等をめ ざす社会主義社会 として,ソ 連では会計係に も女性が進出
してぎてい る。会計係は,特 定 の業 務上 の職区を もち,一 定の経済取引にたい
す る統制をお こな う。遂 行す る機能 と与えられ た職務 との関連でピ会 計係は,
会計責任者 とな った り,上 級会計責任者 とな った りす る。す でにみた よ うに,
会計責任者は企業 や施設 の経理部を統轄す る責 任者 であ り,上 級会計責任者 は,
労働者 と勤務員 の数が定員以下 のため会計責任者の職務を もつ ことのない企業
や施設の会 計を,会 計責任者 と同じ権限 と義務 に よつて統轄す る責 任者であ る。
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第3図
閣 僚 会 議
(会計と報告制に大きな影響を与える事柄を承認する)
?
ー
?
ー
?
中 央 統 計 局
(統一国民経済計算制度の一つとしての統一会計制度を運用させるに必要な基本的な事柄を決定する)
1
この枠内で
1
、 大 蔵 省
(会計と報告書の局が企業会計の指針となる会計問題を決定する)
1多
くの経済関係省のなかで
1
諸 工 業 省
中 央 経 理 部
1
lll'1
会計方法 連結会計 経済分析 事後監査一 雛 導と ド
(企業会計の実務に必要な補足的な事項を詳細に決定する)
～そ
の下位 として
1
各 生 産 連 合
(会計責任者が連合の会計業務を綿密に統制する)
個 々 の 企 業
一一(纏 籠 藷蕎 は上級会諦 儲 カミ蝶 の会計業務を)
1
その内部で
1
個 別 生 産 職 場
(会計グループが会計データの第1次的記録をおこな う)
(出所)〔24〕-46引用にさいして若干加筆 した。
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企 業 や 施 設 に おけ る会 計 責 任 者 お よび上 級 会 計 責 任者 の活 動 は,の ちにみ る会
計 責 任 者 規 程 に よ って規 定 され,コ ル ホ ー ズ にお け るそれ は,普 通,コ ル ホ ー
ズ の定 款 に よ って規 定 され る。 な お,省 と官 庁 にあ る会 計 と報 告 書 の局 は そ の
局 長 に よ って,ま た は 中央 経 理 部 は そ の部 長 に よ って それ ぞれ 統 轄 され る(〔2〕
16,〔g〕33)。今 日,こ れ らの局 また は部 の活 動 とこれ らの 局長 また は 部 長 の権 限
と義 務 は,1980年1.月24日に ソ連 邦 閣 僚 会 議 で 決定 され,1980年7月7日 に ソ
連 邦 大 蔵 省 で確 認 ・公 表 され た 「省,官 庁,全 連邦 と共 和 国 の連 合,省 の総 管
理 局 お よび そ の他 の管 理機 関 にお け る会 計業 務 の組 織 化 に 関す る全 般 的 規 程(町
《06meeロoJlo】KeHHeo60praHH3aqHH6yxra丑TepcKo茸pa60THBMIIHvacTepcTBax,
Be瓦oMcTBax,Bcecolo3HHxHpecny6nliKaHcKvaxo6ちe瓦HHeHH∬x,rJlaBHHxy紅pa・
BneHvafixMtiHllcTepcTBvaB⑪yrHxopraHaxynpaBneHva9》に よって規定 され
てい る(〔23〕59)。
す でに触れた よ うに,今 日の経済改革 に とって会計は主要な用具 となってい
る。 そ こで,会 計係には,会 計 の専門分野 のみ ならず,経 済,生 産の計画化 と
組織 化,経 済分析,情 報の 自動処理,金 融,信 用,統 計,ソ ビエ ト法等の会 計
以外 のその他 の分野についての深い知識が要請 されてい る。 もとよ り,こ れ ら
の知識の基礎にあ るのは社会主義政治経済学 であ る。 このため,ソ ビエ ト国家
は,会 計 を組織す る先進的方法,会 計の機械化 ・自動化の近代的手段 等を研究
・開発 し,そ れ らの普及に努 め ると同時に,そ の担い手であ る会計係を育成 す
る政策を重視 している(〔9〕34)。
ソ連においては,会 計教育は高等,中 等専門学校 でお こなわれてい る。高等
教育 は,「会計 と経済活動分析」《ByxraaTepcKvatiyqeTHaHanll3xo3AticTBeH・
HotiAefiTeabHocTM》と 「農業における会計」 《ByxranTepcKHtiyqeTBcenbcKoM
xo3頭CTBe》とい う二つ の領域での専 門家 の育成 を して い る。 前者は ソ連邦高
等 ・中等専門教 育省の大学,高 等専 門学校で,後 者は農業 高等専門学校 でなさ
れ る。 また,会 計教育は中等専 門学校で もお こなわれ る。 高等教育で経理知識
を習得 した者は エ コノ ミス ト 《9KOHOMXCT》とよぼれ,中 等教育で経理知識を
習得 した者は会計係 《6yxranTep》とよばれ る(〔9〕34)。
158明 大 商 学 論 叢(226)
また,・ソ連においては,多 くの会計担 当者 の資格を一 層高め るために,ツ 連
邦 中央統計局の なかにある幹部養成 と会計担当者資格 向上 の総局主 催の学習会
が,広 く組織 ざれて頻繁に開催 され る(〔3〕302)(7)。
2ソ 連における会計担当者たちの活動と
会計責任者規程の小史
つ ぎに,こ れ まで の ソ連 に おけ る会計 担 当 者 た ち の活 動 と会 計 責 任者 規 程 め
小 史 をみ よ う。'・
Buchhalter'なる用 語 は15世紀 に あ らわ れ た とい われ て い る 《(〔12〕20)。BUch.=
も
halterの職 務を付与 された最初の人 は,官 吏 で,イ ンス ブル グの会計機関の一a・
人 の書記 であった。 この ことを証 明す るもの として,ウ ィーン国立 博物館に保
存 され てい る1498年2月13日付 の皇帝マ クシ ミリアン1世(1459』1519年,在位
1493-15'19年)の命令書があ り,そ の第5項 に歴 史上最初の会計係 の任命が しめ
されている。 ドイツでは,こ れ まで帳簿 をつけ る人は書記 とよばれ ていたが,
'
1498年か らば会計係,簿 記係 とい う新 しい用語が,書 記 とい う古い用語に とう
て代 るよ うになつた。 そして,こ の新 しい用語は各地 に伝播 し,18世紀の初頭
には ロ:シアに もはい っていった(〔12〕20)。
ピ ョー トル1世 、(1672-1725年,在位1682-1725年)の時代に軍律 とし て 公 布 さ
れ た,1722年4月5日付のr海 軍工廠 と艦隊 の法規」 《PerAa,MeHTAAMnpanTe・
tiCTBYllΦnOTy》において,6yxranTepとい う用語が ロシアで最初に使われ,
会計係の採用 とその職務が規定 された(〔3〕7)。当時,商 業活動は活発 にな り,
会計を必要 とす る工場 も出現 した。だが,読 み書・き算盤 ができ,帳 簿 をつけ る
こ とのできる1人は少なか つた。'このため,6yxranTepの職務を付与 された ロシ
アで最初の人はつ オランダ商人 とい う外国人であ ったの も偶 然,では な か った
(〔12〕20)。、この人は,1732年9'月11日付の命令書で,ペ テル ブル グ税関の会計
責任者 に任命 された(〔3〕7,〔12〕20)。
"1861年の農奴制の廃止後
,ロ シアの資本主義は これ までに な く発展 し,同 時
に,会 計にたいす る需要 も高 まった.こ のため,は じめは著名な会 計人 の私設,
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学級で,の ちには商業専門学校や大学 で,会 計教育がお こなわれ るようにな っ
た(8)。しか し・1913年の時点で も,ロ シアの文盲率は人Pの79%な いし73%と
いわれ てい るほ ど(〔28〕i34),読み書 きがで きる人は依然 として数 少 な く,大
多数 の人 び とは会計か ら完全 に疎外 されていた。 また,会 計教 育を うけ会計業
務に携わ っている人 も,「革命前 の ロシアにおい て は,大 半 の会計担当者 は無
権利の状態 にあ り,被 搾取者であ った」(〔14〕15),と指摘 され てい るように,ロ
シアの会計担 当者た ちは不安定 な身分 と低い地位 の もとにお かれ ていた。
さらに,せ ま り くる革 命的情勢 のな かで,著 名 な会計学者は ロシアから脱 出
した。例えば,論 理的勘定理論 を発表 した ゴンベル グ 《」1irOM6epr》は1905年
にス イスへ去 り,1888年か ら1904年まで発 刊され ていた 「簿記」《CqeToBoncT・
Bo》誌 の編 集者だ った ヴォル フ 《A.M・Bo汲LΦ》(9}も1904～1905年に ロシアを離
れた(〔25〕28)。
大多数 の人び とが会計 から完全に疎外 されていた こ.と,また会計に携わ る人
び との質 と量が不足 していた ことの革命前 ロシアにおける後進性は,1917年の
十月革命 後におけ る社会主義建設 に不可欠な全人民的会計 の担い手の問題 で き
わめて難題 を もた らした。
それは 当時 ブルジ ョア専門家 とよばれた会 計専 門家が新 しい体制 のための仕
事を拒否 した ことであ る(〔14〕10)。このため,一 つの妥協 として ブル ジ ョア専
門家のサ ー ビスに高給を支払わねばな らなか った。 さらに また,ブ ルジ ョア専
門家たちは,新 しい体制 のため の職務 を好 まなか ったばか りでな く,会 計に従
事 しよ うとす る多 くの人 び とを排除 して排他的な 革命前の原則で 自分たちの職
業を守 るだけ の社会組織 を結成 した(〔15〕35)。このためs.党と労働組合は,会
計に従事す る人 び とを勤労者 のなかか ら多数輩 出させ,こ れ らの人び とを幅広
く統一 した社会組織 をつ くることも必要 とな って きた。
こ うした背景の もとで,1924年5月3日に ソ連で最初の会計担当者連合 《06・
beAllHeHvaepa60THHKoBygeTa,略してOPy》 が結成 された。 このOPyは 会
計担当者 の養成 と資格の向上 に とって積極的 な役割を果 した。1931年にはopy
は社会主義会 計 全 ソ連 邦 協 会 《Bcecoro3Hoeo6qecTBocoqHanucTKgecKoro
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ygeTa,略してBOCy》に改組 され た。 しか し,こ のBOCyは 積極的な活動を
しない まま1936年には解散 した(〔17〕66-68)。それ以後 は,ソ 連におけ る会計に
たいす る指導は,こ れ までの よ うな社会組織 を中心 とす るのではな く,政 府機
関であ る財務人 民委員部(現 在の大蔵省)に よってお こなわれ る よ うにな った胸。
この会計にたいす る中央集権的指導は,厳 しい国際環境の もとで革命前か ら
引継 いだ遅れ た ロシア経済 を短期間の うちに社会主義的改造 と建設を実現 して
いった時代,そ してそ の もとでスター リン主義 の悪弊 もあらわれた時代 と呼応
す るもの とな った。そ して,こ うした会計 にた いす る中央集権的指導は,1960
'年代の経 済改革にいたる までほ とん ど変 ることはなか
った。
ところで,企 業等におげ る経理 部で会計業務 を統轄す る会計責任者の権限 と
i義務 を規定 しよ うとす る最初の動 きは,ソ 連 では1920年代の初期 にみ ることが
で きる。 それ は,1923年4月10日付の トラス ト法,1923年8月20日付の最高国
民経済会議の命令であ った(〔3〕121)。そ して,1928年8月9日には,ソ 連邦人
民委員会議(現 在の閣僚会議)は,「会計責任者 と上級会計責 任 者 の権 限 と義務
に関す る規程」 《no加遮eHHeonpaBaxtio6s3aHHocTsxmaBHHxvacTap皿Hx
6yxranTePOB》を決議 し,そ めなかで会計責任者 と企業 長 との 関係を 明確 にし
た。決議では。 「会計責任者 または上級会計責任者は,施 設,企 業あ るいは組
織の長 または指導機 関 とともに,当 該の施設,企 業あ るいは組 織の会計 と報告
を規則正 し く実施す る責任を もつ」(〔3〕121)と規定 した。
1928年の政府決議にそ って,会 計責任者の権限 と義務を よ り具体的 に制定す
る作業が開始 され た。 この課題は,経 済の工業化 をお しすすめた第1次5力 年
計画期(1928-1932年)の最終 年度 であ り,そ して また,工 業の発展に ともな っ
て企業 間,企 業 と銀行閲,企 業 と国庫間のそれぞれの信用上,税 制上 の諸関係
を改善す る信用改革 と税制改革 が終 った時期 に,1932年の会計責任者規程 の制
定に よって解決 された。 この規程の草案作成 には,opy会 員 か ら 意見 を求め
るためにアン ケー トを とるな どして,opyも 積極的に参加 してい くこ と を決
定した(〔17〕67)。規程は,1932年9月29日付の ソ連邦人民委員会議決定 「社会
セ クターの施設お よび経 済組織 におけ る会 計責任者 と上級会計責 任者 の権限 と
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義務について」 《OnpaBaxHo693aHHocTsxrnaBHHxncTaplilllx6yxranvepoB
ByqpexAeHHgxHxo3∬良cTBeHHHxopraHH3aqH∬xo606mecTBneHHoroceKTopa》
に よって承認 された(〔3〕121)。
決定 では,社 会主義 建設計画の実現 と独立採 算制 の強化 のために果す会計 の
意義 が強調 され,会 計 を組織 し,会 計報 告書の質を高めて適時に作成 ・提 出す
ることにた いす る会計 係の責任が明記 された。
1932年の会計責任者規程はつ ぎの ことを規定 した(〔3〕122)。会計機関を統轄
す る会計責任者は,① 企業長 とともに財務規律,予 算規律,見 積規律を順守 し,
会計 の規則正 しい実 施 と報告書の作成 に責任を もち,② 会計を 自主的に実施 し,
完全 なる会計報告書を作成 ・提 出できる企業会計を組織す ることに責任を もつ。
また,会 計責任者は,① 貨幣計算,材 料計算,財 産計算,決 済計算,信 用計算
のすべ ての証愚書類 と記帳 の基 礎 となる証愚書類 は署名に よって確認す ること
(署名のない証遇書類は無効とする),②計 画で決定 された使途 に予 定 され た 資金
を支 出す ること,の 管理上の課題 を もつ。
ソビエ ト政府 は,会 計責任者 にたい して多 くの義務 を課す と同時に,一 定 の
権限を与えた。行政的には,会 計責任者は企業や施設 の長 の もとにお かれ るが,
会計の実 施 と報告書の作成 の点 では,上 級指導機関 に従 うこ と とした(〔3〕122)。
こうして,会 計責任者は,企 業 のなかにあ る経理 部におい て,企 業 の会計業務
にたい して一定 の独 自性を発揮 できることにな った。
また,規 程 では,会 計責任者の任命,解 任 あ るいは更迭は,企 業,施 設,独
立採算制組織 の長の同意に よって上級 指導機関 で決定す ると規定 し,会 計責任
者 と企業長 との意見の不一致は上級指導機関 に よって解決す ると した(〔3〕123)。
なお,1932年の政府決定の発 展 として,1932年12月28日付の重工業人民委員
部(重工業省)の 命令 で,二 つの会計責任者模範規程 が確認 され た。 一つは ト
ラス ト(連合)の会計 責任者模範規程 であ り,も う一 つ は トラス トあ るいは連
合の組成にはいる生産企業(建 設)の 会計責任者模範規程 であ る。 また,1933
年2月27日には,重 工業人民委員部のなかに 中央経理部 が設置 された(〔3〕123)。
第2次 世界大戦では,多 くの会計担 当者は軍隊にはいっ て 活躍 し,戦 死 し
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たaD。このため戦後 の経済復興期には,十 分な資格 と経験を もった若い会計幹
部は少 なか った(〔3〕162)。こ うした時期に,1947年の新 しい会計責任者規程が
制定 された。
さきの1932年の規程に代 るもの として't1947年9月17日,ソ連邦閣僚会議は
「国営,、協 同組 合,公 共 の施設,組 織 お よび企業 の(上級)会 計責任者に関す る
規程」 《flonoxeHueornaBHHx(cTapruvax)6yxramepax、roeyZapcTBefiH・Nx,
Koo丑epaTロBHHx,06叫eeTBeHHNxyqPeぷ涯e H晦opraHH3aqmaHnpe瓦・npuaTnti》
を承認 した(〔3〕163)。この規程は,,総則,会 計責任 者の義務e一会計責任者 の権
'限,会 計責任者 の責任、とい う四つ の部 分からな り,「国家統制者 として の 役割
と意義 を強調 した」(〔3〕163)もの とな った。
1947年の会計責任者規程 は,会 計責任者 の職務を省,中 央施設,組 織,グ ラ
フク,ト ラス ト,連合,コ ン ビナー ㌧300人 以上 の労働者を もつ企業,協 同
組合組織,ゴ スバ ンク、の施 設,傘 下 に施設を もってい るその他の国営 と公 共の
施設 と組織,独 立 して会計 を実施 し貸借対 照表 を作成す る企業に設置す ること
を規定 した。規程はつ ぎの よ うな特徴 を もっ て い た(〔3〕163-164)。会計責任老
は,自 分が所属す る企業,組 織,施 設におけ る会計 を組織 しそ の業 務を統轄 し,
下級会 計機 関は会計責任者に従属す るとした。会計責任 者には広範な権 限が付
与 され,そ の指示 と命令はすべ て義務 として実行 され,そ の未遂行の責任は企
業長に も課せ られた。 さらに,会 計責任者は これ まで下級 会計機関の会計業務
に注 目せず,し か も下級か ら提 出 された報告書の点検 も遅れ ていたので,規 程
では下級の会計係の業務を統制 し,報 告書を分析す ることは会計責任者に とっ
て義務であ ると明記 した。会計責任者には支払原則,決 済原 則,信 用原則を順
守す ることを求めた。 と くに,原 材料,燃 料 の支出 ノルマを順守 し,原 材料の
提供を証慰書類 で確認 し,原 材料の不足を適時に記帳 し.原 材料 の着服 と不正
についての資料を裁判所へ適時に送 付す る こととした。 規程 は会計責任老にた
いして,・管理費を節約す る と同時に,賃 金 フォン ドを規 則通 りに計算 して,正
確に支 出す ることを義務づけた。
また,会 計責任 者は,自 分に与え られた課題 を遂行す るために一定 の権限を
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もった。例 えば,企 業 の指遇 者が不法 な処置をお こな った場合,そ れを中止 さ
せ ることのできる権 限を もった。 しか も,そ の処置が刑事問題 となるよ うな場
合には,こ のこ とを上級 指導機関(例 えば所轄の省)に 報告 しなげればな らない
とした6規 程 は会計責任者 の権限を保障 した。 例えば,行 政上の不 当な処分に
たいす る会計責任者の撤 回請求には,管 理機関は調査 ・点検 しなけれぽ ならな
くな った。 また,規 程 に よれば;会 計責任者は会計 を規則正 し く組織す るのみ
な らず,報 告書を適時に提 出し,資 材 と貨幣資産を保全 しなければな らない と
した(〔3〕164』165)。
なお,}947年の会 計責任者規程 の公布 と同時 に,省 と官庁,施 設,企 業 にお
げ る会計方法 にたいす る指 導が ソ連邦大蔵省に課せ られた(〔3〕165)。
1960年から ソ連邦財務 省 とソ連邦 中央統計局 が国民経済の主要な部門におけ『
る会計の統}化 を達成 させ ようと一層 の努力を払 っていた時期 であ り⑫,ま た,
1965年9月か らの経済改革 の実施 が1年 後にせ まった時期 である,1964年に新
しい会計責任者規程 が制定 された。
さきの1947年の規程に代 る'もの として,1964年11月6日,ソ連邦閣僚会議は
「国営,協 同組合(コ ルホーズを除く),公共の企業,組 織お よ び 施設 の(上級)、
会計責任者に関す る規程」 《Ho刀oxeHMeolMaBHHx(cTapmux)6yxraATepax
TocyAapcTBeHHHx,KoonepaPtHBHNx(KpoMeKonxo30B)Ho6司ecTBeHHHxnpeAr
rrpufiTuth,opraHH3a口砿vayqPeXneHnti》を承認 した(〔3〕269,〔10〕72)。この規程
は,総 則,会 計責任者 の義務,会 計責任者の権限 とい う三つ の部分からな り,
「会計責任者 の権限をいちじるし く拡大 し,そ の機能を規定 した」(〔3〕270)もの
とな った。 また,こ の規程は 「機械化 と集権化 に もとついた会計の一層 の発展
と改善を 目的」(〔11〕16)とした ことに,1947年の規程 と根本的に異 なる点があ
った。 、
1964年の会計責任者規程 はつ ぎの こ とを規定 した,(〔3〕2?o)⑬。会計責任者は,
会計を規則正 し く組織 し,社 会主義財産の保全,貨 幣 と資材の正確な支出,厳
格な節約方式 と独立採算制の実施にたいす る統制をお こな うこと。 会計責任者
の職務を300人以上 の労働者 と勤務 員を もち 会計を独立 して実施 している企業
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に設置す ること。 貸借対照表 を作成す るそ の他 の企業等 においては上級会計責
任者 の職務を設置す ること。会計責任者は,① 最大限 の集権化 を基礎 にして会
計を規則正 し く組織 し,計 算機 の広範 な採用 を基礎に して会計 の先進的形態 と
方法 を導入す ること,② 費用 と経営成果 の適時な規則正 しい計算を確保 し,ま
た銀行信用を使途別 に厳格に支 出す る よ う保障す るこ と,③ 棚卸 の結果 を適時
に規則正 し く公表 し,必 要 とあれぽ裁判所へ提 出す る資 産の不足,着 服 の資料
を確保す ること,等 々。
さらに,規 程 では,経 営内 の余力を摘発 し,損 失 と非生産的支 出を除去す る
・ために,会 計責任者 に経営分析を義務づけ,分 析結果を経営改善策 の立案 ・採
用のために企業長へ報告 し;同 時に,会 計責任者は常設生産協議会,経 営分析
集団等 の活動を援助 しなければな らない とした。
また,規 程は多 くの重要項 目につ いて会計責任者の義務を規定 した。例 えば,
納入請負者にた いす る クレームの適時な呈示,報 酬金 と扶助金 の計算 と支給,
不足額や損失 などの貸借対照表か らの消却,諸 契約や プ レ ミアム命令 の査証等
であ る。 なお また,規 程 は,① 企業におけ る現金出納係,倉 庫係な どの物的責
任 者の免職 と配転は,会 計責任者の同意の も とでな され るこ と,② 企業活動の
重要 な指標につい ての計画達成の統計報 告書は,企 業 長 の署名 とともに会計責
任 者の署名 も必要であ ること,を 規定 した(〔3〕271)。
1965年9月か らの経済 改革実施 後,民 主主 義の基 礎を発展 させ て経 営管理を
改善す るためには,会 計 と報告書 デー タで もって生産 分析 できる勤労 者が生産
'管理 に参画す ることであ るとして設置 され た科学技 術協会 《HayqHO・TeXHngec-
Koeo6qecTBo,略してHTO》 へ(〔16〕11),多くの会計担当者 た ち が 結集 し彼
らの イニシアテ ィブが重視 されて きた時期 であ りa4,また,す でに触れ た1979
年7月12日付の党お よび政府 の共 同決定に よって,経 済改革が第2段 階 にはい
って半年後の時期 であ る,1980年1月24即こソ連邦閣僚会議は二 つの決定をお
こな った。一つは,「会計 を組織す る ことの改善 と,物 質的,労 働的,財 務的
資源 の合理的,経 済的利用 におけ る会 計の役割を引上げ るこ とに関す る施策に
ついて」《OMepaxnocoBepllleHcTBoBaHvaroopraHH3aqHH6yxramepcKoroy9一
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eTaHnoBH皿eHHHeropo■HBpa叫HoHaJlbHoMHgKoHoMHoMHc口oJlb30BaHMH
MaTePHanbHNx,TPygoBNxvaΦHHaHcoBHxpecypcoB》の決議 であ る(〔21〕48)。
この決議は,経 済の効率的管理のための用 具 としての会計の役割 を高めるため
の8項 目に及ぶ施策を しめした(〔26〕193)。その内容は,情 報収集 における会計
の役割を引上げ ること,会 計業 務を一層機械化,自 動化す ること,ノ ル マ原価
計算の改善に取組む こと,会 計幹部 の育成 に努力 し,再 教育 に力を入れ ること,
等 々であ るが,第4事 項では,新 しい会計責任者規程 を作成す ることが規定 さ
れ ていた(〔21〕49)。
1980年1月24日付の も う一つ の決定は,こ の第4事 項に照応して作成 され,
さきの1964年の規程 に代るもの となった新 しい 「会計責任 者 に 関 す る 規程」
《fionoXteHlieoロaBHHx6yxranTepax》であ る(〔22〕50)。この規程 は,総 則,
会計責任 者の義務,会 計責任者 の権限,会 計責任者の責任 とい う四つ の部分か
らな り,そ れは,経 済改革に よる企業の 自主性の拡大 のもとでの新 しい経 営活
動に対応 した会計責任者の職能を明記 した。
31980年の会計責任者規程の内容
以下,1980年1月24日に,ソ 連邦閣僚会議で承認 され,ソ 連において現在採
用 され てい る新 しい会計責任者規程の全条文を紹介 しよ う(〔22〕50-53)。
会計責任者に関する規程
第1章 総則
第1条 本規程は,会計を実施し完全無欠な会計報告書を作成する連合,企業,
組織,施設の会計責任者,また集中経理部の会計責任者にたいして適用され
る。
本規程をコルホーズにたいして適用するさいの特例は,コルホーズ連邦会
議で決定される。
第2条 会計責任者は,連合,企業,組織,施設における会計を組織すること,
および物質的,労働的,財務的資源の合理的,経済的利用にたいする統制,
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社会主義財産の保金を保障する。
第3条 会計責任者は,連合,企業,組織,施設の長および上級機関の会計と
報告書の管理局(部)の長(会計責任者)の推薦により,連合,企業,組織,
施設の長を指命する機関によって任命され,また解任される。
消費協同組合の企業と組織,また社会的組織の会計責任者の任命と解任は,
それらの定款によって規定された手続で上級機関によって承認される。
会計責任者によって管轄される連合,企業,組織,施設の経理部は,それ
らの独立した構成亜部門(部課)であり,別の何らかの亜部門(部課)の構成
・となる必要はな1い。
第4条 会計責任者は,連合,企業,組織,施設の長に直接従うが,会計を組
織すること,報告書の作成,統制実施の手続と方法の諸問題については,上
級機関の会計と報告書の管理局(部)の長(会計責任者)に直接従う。
第5条 高等専門教育を受けた者が会計責任者に任命される。必要な場合には,
上級機関の決定によって,高等専門教育を受けない者でも,3年以上の専門
活動経歴を有する者を会計責任者に任命することができる。
第6条 会計責任者の任命と解任のさいの事務引継は,会計と報告書の状態を
点検したあと文書で確認される。この文書のコピーは上級機関に送付する。
第7条 会計責任者は,貨幣資産と資材にたいする直接の物的責任に関係した
義務を負わない。会計責任者は,連合,企業,組織,施設のために貨幣資産,
商品 ・資材を,伝票,その他の証愚書類で直接受取ることはできない。
第8条 会計責任者が不在(出張,休暇,病気等)のときには,会 計責任者の権
限と義務は次長に委譲されるが,次長が不在のさいにはその他の職責者に委
譲され,こ のことを連合,企業,組織,施設の指令書で公示する。
第9条 連合の生産(構成)単位においては,省 と官庁の許可を得 て,会 計責
任者の職務が存続できる。
第2章 会計責任者の義務
第10条会計責任者は会計実施規則にもとついて会計を組織し,つぎのことを
保障しなければならない。
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a)会計 ・計算業務の機械化と自動化の最新的手段,会計の先進的形態と方法
を広範に利用すること。
6)受入れた貨幣資産,商品 ・資材および固定資産の完全なる計算,またそれ
らの動態と関連した取引を会計で適時に反映すること。
の 生産と流通の費用,支 出見積の執行,生産物の実現高,建設 ・組立活動と
その他の活動の信愚性ある計算をすること。生産物,業務および用役の経済
的に基礎のある報告原価計算を組成すること。
∋ 規定された規則に従って,連合,企業,組織,施設の経済 ・、財務活動の結
果を正確に計算すること。
幻 国家予算への支払,国家社会保険への納付金,基本投資の融資資金を規則
正しく算定し適時に振替えること。規定された期限内で銀行からの借入金債
務を償還すること。経済的刺激基金とその他の基金,予備へ資金を控除する
こと。
e)貨幣資産と商品 ・資材の過不足資料を確認する裁定部課の業務に参加し,
然るべく場合には,これら資料を裁判と審理の機関への提供を統制すること。
ただし,裁定部課が存在しないときには,それらの機能を直接実行すること。
め 連合の生産(構成)単位,また個々のバランスで分離されている生産と経
営における会計と報告書の組織を点検し,会計,統制,報告書および経済分
析の諸問題について担当者へ適時に訓示すること。
3)原始証愚書類と会計記帳にもとついて信愚性ある会計報告書を作成し,そ
れを規定された期限内に関係機関へ提出すること。
の 経営内予備の摘発,損失と非生産的支出の防止のために,会計と報告書の
資料で連合,企業,組織,施設の経済 ・財務活動の経済分析を(他の亜部門,
部課と協力して)実施すること。
K)経 営内予備の摘発と動員の活動のために計算資料を利用するさい,常設生
産協議会,経済分析の社会的グループ(ビューロー )お よび 人 民統制機関に
必要な援助をすること。
』)国 家規律の順守と独立採算制の強化にむけての施策の策定と実現に,会計
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担当者を積極的に参加させること。
M)連 合の生産(構成)単位,また個々のバランスで分離されている生産と経
営における点検,証愚書類監査およびそれらの業務の改善案の準備を,他の
亜部門,部課と協力して適時に遂行すること。
の 会計の証愚書類を保存し確認して,それらを規定された手続で古記録へ移
転させること。
第11条 会計責任者は,関係亜部門,部課と協力して,つぎの綿密な統制をす
る義務を負う。
'a)商品 ・資材の受入と払出の確認の規定された規則を順守すること。
6)賃金フォンドの支出,職務賃金定額の設定を規則正しくし,定員,財政お
よび現金の規律を厳格に順守すること。
B)貨幣資産,商品 ・資材,固定フォン ド,決済および支払義務の棚卸実施の
規定された規則を順守すること。
r)規定された期限内で,債権を取立て債務を清算して,支払規律を順守する
こと。
n)不 足,債権およびその他の損失を会計バランスから消却することが適法で
あること。
第12条 連合,企業,組織,施設の構成に独立した財務部課が存在する場合に
は,会計責任者は,財務的,決済的,信用的取引の計算と,これらの取引の
確認の適法性,適時性,正確性にたいして統制する義務を負う。
第13条会計責任者は,貨幣資産と商品 ・資材の不足と不法支出,財務的,経
済的法規の違反を防 ぐための施策の策定に積極的に参加しなければならない。
責任者の違反行為(書足し,資産の使途に従わない利用,その他の違反および悪
用)が発見されたときには,会計責任者は,このことを処置を講ずるため連
合,企業,組織,施 設の長へ報告する。
第14条 貨幣資産と商品 ・資材の受入と払出,また信用と決済の約定にとって
基礎となる証愚書類は,連合,企業,組織,施 設の長,会計責任者あるいは
権限を賦与された者によって署名される。これらの者への証遵書類の署名権
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限の委任は,連合,企業,組織,施設の指令書で確認される必要がある。
会計責任者あるいは権限を賦与された者の署名のない上記の証逓書類は無
効であり,当該の連合,企業,組織,施設の物的責任者と担当者,また銀行
施設にとって利用することはできない。
第15条 会計責任者にとっては,貨幣資産,商品 ・資材およびその他の物の受
入,保全および支出の法規と規定された手続に反する取引を履行し証愚書類
に確認することは禁止される。
こうした行為を行う命令を連合,企業,組織,施設の長から受取った場合,
会計責任者は,それを履行せずに,当該の命令が違反であることを書面で長
へ通告する。再度,書面による命令を長から受取った場合,会計責任者はそ
れを履行する。実行された取引の違法性にたいするすべての責任は,連合,
企業,組織,施設の長にあるが,その決定の採用について即刻書面で上級機
関の長へ通告する義務を負う。
上記の通告を受取った上級機関の長は,至急それを検討し適切に解決して,
そのことを連合,企業,組織,施設の長へ通知する。
会計責任者と連合,企業,組織,施設の長との意見の不一致は,上級機関
の長によって解決される。
第3章 会計責任者の権限
第16条 会計責任者は,その管轄下の担当老のために,各担当者が自己の義務
範囲を知りその遂行責任を果すようにする職務を有する。会計に携わる他の
亜部門と部課の担当者は,計算と報告書を組織し実施する諸問題については,
会計責任者に従う。
第17条 取引の確認手続,経理部あるいは計算所への必要な証遇書類,情報の
提出といった会計責任者の要請は,連合,企業,組織,施設のすべての亜部
門,部課にとって義務となる。
そこに課せられた義務の実行から生じた会計責任者の指示の未遂行あるい
は違反にたいしては,責任者は,連合,企業,組織,施設の長の処理により,
プレミアムの全額あるいは一部を失う。そして必要な場合には,法規で規定
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された手続で責任をとる。
連合,企業,組織,施設の亜部門と部課はつぎのようになる。
履行した取引の適法性とその確認の正確性にたいして完全なる責任をもつ。
経理部あるいは計算所へ会計と統制に必要な証愚書類一命令書,決定書,
指令書,また契約書,協定書,見積書,ノルマチーフおよびその他の資料一
を適時に提供しなければならない。
これら証愚書類の不適時,悪質の確認と作成,会計と報告書への反映のた
めのそれらの提供の遅滞,証愚書類に示された資料の不確実性,さ らに違法
取引を反映した証愚書類の作成にたいしては,これら証懸書類を作成し署名
した責任者は責任をとる。原始証懸書類を作成する義務をもち,署名する権
限をもつ責任者の名簿は,会計責任者の同意を得る。
第18条物的責任者(現金出納係,倉庫主任など)の任命,免 職および配転は,
会計責任老の同意によってなされる。
第19条 商晶 ・資材の受領あるいは払出,業務と用役の遂行において,連合,
企業,組織,施設が結ぶ契約と協約,また担当者にとっての職務賃金定額,
,追加賃金,プ レミアムの設定に関する命令書と指令書はう会計責任者によっ
て事前に検討され査証される。
第20条会計責任者はつぎの権限を有する。
a)班,職 区,職場,部,他 の亜部門,部課の長,必要な場合には,連合,企
業,組織,施設の長が,国家財産の利用効率を引上げ,社会主義財産の保全
を強化し,会計と統制を規則正しく組織する方策をとることを要請すること。
このことはつぎのことも含まれる。
水増しの古い原料,材料,経費の支出ノルマとその他のノルマを再検討す
ること。
倉庫経営,重量測定経営,原料,材料,その他の物の受入と保全の関連組
ぷ織を改善すること。生産,調査,管理上の必要のためにこれらの物の引渡し
の基礎づけを引上げること。
1ノ ルマどノルマチーフの採用を正確にするための統制を改善し,生産物の
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生産高と部品,半製晶の動態の正確な第1次的計算を組織し,職場,生産職
区等における原料と材料の利用の量的(現物的)計算を組織す る施策を遂行
すること。
6)連合,企業,組織,施設の構成亜部門と部課における貨幣資産,商 品 ・資
材およびその他の物の受入,借記,保全および支出の規定された手続の順守
を点検すること。,
B)原始証愚書類の確認,第1次 的計算の実施の規定された規則および計算と
統制を組織するその他の要件を実行しない職場,職 区,班,部,他 の亜部門,
部課の長,また現場監督者,職長のプレミアム額の引下げあるいはプレミア
ムの喪失を提案すること。
r)不正行為をした責任者あるいは国家,協 同組合およびその他の社会的企業
と組織に物的損害を与えた責任者にたいして,貨幣的弁償をさせることを関
係する人民統制委員会へ提案すること。
第21条 国家経済管理機関は,本規程で定められた会計責任者の義務の遂行と
権限の執行において,会計責任者を全面的にi援助しなければならない。
会計責任者の義務の遂行と権限の執行を阻止しようとするいかなる試みも
断乎排除しなければならず,その責任者には厳しい責任が問われる。
第4章 会計責任者の責任
第22条 会計責任者はつぎの場合に責任を負う。
a)会計上の怠慢,会 計報告書の歪曲にもとつ く規則に従わない会計の実施に
たY'して。
6)貨幣資産,商 晶 ・資材およびその他の物の受入,借記,保全および支出の
規定された手続に抵触した取引の執行と確認にたいして。
B)決済勘定と銀行のその他の勘定,債権と債務の決済についての取引の不適
時で規則に従わない検査にたいして。
r)会計バランスから不足,債権,その他の損失を消去する手続の違反にたい
して。
め 連合の生産(構成)単位,また個々のバランスで分離されている生産と経
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営における点検と証愚書類監査の不適時な実施にたいして。
e)経理部の責任による不正な会計報告書の作成にたいして。
埴)会 計を組織する規程と訓令のその他の違反にたいして。
第23条会計責任者は,連合,企業,組織,施 設の長とともに,つ ぎのことに
責任を負う。
a)財務 ・経済活動を規定した規則と規程の違反にたいして。
6)人民統制委員会の決定にもとつく責任者の貨幣的弁償の不適時な取立てに
たいして。
'B)関係機関への月次,四半期,年度の会計報告書とバランスの提出期限の違
反にたいして。 ・
第24条会計責任者の懲戒的,物的,刑事的責任は現行法規によって決定され
る。
この場合,会計責任者にたいする処罰は関係する上級機関に服従する。
※ ※ ※
会計責任者の職務を規定していない企業,組織,施設においては,上級会
計責任者が本規程に従って権限を執行し義務を負う。
以上が1980年の会計責任者規程の内容である。
お わ り に
最後に,ソ連においては,会計責任者はどのように位置づけられているかを
あきらかにして,結論に代えたい。
ソ連では,会計責任者の職能を法文化しようとする動きは1920年代初期にみ
られるが,1932年の会計責任者規程は1928年の政府決議を直接の契機として制
定された。1932年の会計責任者規程の特色は,会計責任者は行政的には企業長
に従うが,会計業務については一定の独自性をもつ者であって,会計責任者の
任命と解任は上級指導機関で決定する,と最初に明記した点にある。しかも,
このような会計責任者の位置づけが現在にいたるまで原則として踏襲 されて
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いるが,と くに,こ うした考 え方が,1920年代後半か ら30年代初期 までのopy
やBocyを 中心 とした多 くの会計担 当者た ちが活躍した時期で,反 面,1930
年代初期か らのBocyの 活動が風化し会計 にたい す る 中央集権的指導 が次第
に顕著 になってい った時期に,生 れた ことは留意すべ きことであ る。
1947年の会計責任者規程 の特色は,会 計責任者 を国家統制者 《rocyJ[apcTBeH-
H頒KOHTponep》として位置づけた点にある。 国家統制者 とい う用 語は現在 も
使用 されてい るが,当 時 のこの用 語の意味は文字通 りの意味で使われた。 それ
は,一一方で,opyやBocyも すでに存在せず多 くの会計担 当者 たちの イニシ
アテ ィブが軽視 された時期で,他 方で,会 計にたいす る中央集権的指導 も強 ま
りそ のも とでス ター リン主義 の悪弊が広 が ってい った時期に,唯 一会計責任者
の職能 のみが強 固にな る,と い うことであ った。1964年の会計責任者規程 の特
色は,会 計責任者 の権限を拡大 した点 にある。それ は,1950年代末から1960年
代前半 までの経済改革への胎動 の時期に強調 された,企 業 の 自主性の拡大では
ない企業長の権限 の拡大 と並行 した会計責任者の権限の拡大であ った。1980年
の会計責任者規程 の特色は,経 済改革 に よる企業 の新 しい経 営活動に見合 う会
計責任者 の職能を規定 した点にあ る。それは,1960年代後半か ら今 日までの経
済改革の実行の時期に強調 された,企 業長 の権限の拡大 ではない企業の 自主性
の拡大に対応 した会計責任者 の職能の決定 であ った。 また,そ れ はHTOに 結
集 した多 くの会計担 当者たちの イニシアテ ィブが重視 されて きた時期 と照応 し
た。
企業 の 自主性の拡大 の もとでは,多 くの会 計担当者たち と会計責任者は,上
級指導機関に よって規定 され た所与の会計実務をお こな う単な る執行者ではす
まされな くな って きて,会 計デー タを通 して 自分た ちの企業 の経営分析 をして,
どこに経営上の欠陥があるかをあ きらかに し,そ れ を除却して今後の経営改善
に役立つ計画を策定 していかねばならない。 よって,今 目の ソ連では,会 計責
任者 を国家統制者 として位置づけ られてい るが,そ の意味は,会 計責任者 とは
経営上一定の 自主性を もつ個 々の企業 に課せ られた国家計画の実現 を保障す る
義務を もった 国家行政 の統制者である,と い うことであ る(〔24〕45-46)。ヴェイ
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ッマン 《H、P.Be触MaH》、も,「会計係 は国家統制 者 で あ る」(〔5〕13)と強調す
るとともに,企 業長 も会計係 もともに協力 して企業活動を効率化 させ るとい う
同一の 目的を もっているとい う。 そして,企 業 長の課題は,企 業 に設定 され た
計画を遂行す ることであ り,必 要 とあれば革新 的な決断を下 して企業活動 を強 ・
引に先導す ることであるが,会 計係 の課題は,企 業 の経営計画 とその実績 との
差異を発見 し,そ の発生原因を早急に取除 き,生 じた差異が最終 成果に損害を
与えない よ うに,ま た差異が長期間にわた って発生 しない よ,うに し,そ レて最
終成果を よ り良y'・ものにす る ことであ る,と 指摘 してい る(〔5〕16-・17)。
こうして,ソ 連では経済改革の進 展 とともに会計に携わ る人 び との役割が ま
す ます重視 されつつあ るのであ る。
ω この点について マルクスはつ ぎのよ うにいってい る。「簿記は,過 程の調整や観念
的な総括 としては,過 程が 社会的な 規模で行なわれて純粋に個人的 な性格を失って
くれば くるほ ど,ま す ます必要になる。 したが って,資 本主義的生産では手工業経
営や農民経営の分散的な生産で よりももっと必要にな り,:共同体的生産では資本主
義的生産でょ りももっと必要 になる。」(〔27〕165)。そ して また,レ 一ー・■ニンもつ ぎの よ
うにい っている。 「会計 と統制一 これが,共 産主義社会の第1段 階をr調 整』す るた
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めに,こ れをただし く機能 させるため に必要 とされ る主要なものである。」(〔29〕511)。
(2)ソ連邦共産党中央委員会お よび ソ連邦閣僚会議の共同決定 とは,「計画化 の改善 と
生産効率お よび作業の質を高めることにたいす る経済的 メカニ ズ ム の作用強化につ
いて」《06,yaygiueHHHuaaHxpoBaHMgMycMne!IMMBo3AeVacTBMsxo39ncTBeHHovo
MexaHH3MaHa皿oBNIIIeHUe9ΦΦ KTIiBHOCTnnpOH3BoACTBaMKaUeCTBapa60m》
とい う決議であ り(〔18〕5),決議にも りこまれ ている措置は第11次5力年計画(1981
弓985年)から実際に適用 され ること.になっている。
(3)新規程は,1979年6月29日付の 「会計報告書 とバ ランスに関する規程の認;ilyeつ
いて」《06yTBepHeHuHnoiloxeHMAo6yxranTepcKvaxoTqeTaxM6anaHcax》と
ノ
い うソ連邦閣僚会議決定で承認 された(〔20〕27)。この規程 の承認は,さ きの1979年
7月の共同決定 で規定 されていた 「ソ連邦財務省と ソ連邦中央統計局な,こ の際,企
業,・連合,省 お よび官庁 の会計 と報告書をよ り一層削減 し,簡 略す る観点を もちな
が ら,本 決定か ら生ず る変更を会計 と報告書に修正を加え る」1とい う第63事項(〔18〕
36)に照応す るものであ る。
④ 一般的たい って,ソ 連 では,医 療 ボ保健,教 育 ・文化な どの分野たある単 位体(病
院6学 校な ど)は 組織,施 設 とよば就,他 方,経 済の分野にある単位体は企業,連
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合(コ ン ビナ ー トの よ うな生産連合)と よばれている。 また,普 通,組 織,施 設は,
厚生省,文 部省な どの管轄下 のもとで,国 家予算の資金で運営 されて,統 一予算会
計制度を採用 してお り,他方,企 業,連 合は,各 部 門に該当す る経済関係の省 と官
庁 の管轄下の もとで,独 立採算制の原則 で経営 され て,損 益計算をお こな う統一企
業会計$渡 を採用 している。 例えば,農 業企業は農業省の管轄下で統一農業会計制
度を,商 業企業は商業省の管轄下 で統一商業会計制度 を,工 業企業は工業関 係の省
の管轄下で統一工業会計制度を,そ れ ぞれ採用 してい るのであ る。
(5}それは 「会計便覧」《CnPaBogrmK貢06yxrantepcKoMyyqeTy》,'または 「会計係
便覧」《CnpaBOgHHK6yxranTepa》とい うタイ トルで,か な り厚みのあるハ ン ドブ
ヅクとして出版 され る。 また,統 一会計処理 と統一手続 の具体例,証 愚書類の統一
書式 とその記入6ti具体例 も,ア ルバム 《allb60M》として公表され る。
⑥ この規程は,の ちにみる1980年i月24日付の ソ連邦閣僚会議決定(「会計を組織す
ることの改善 と,物 質的,労 働的,'財務的資源の合理的,経 済的利用におけ る会計
の役割を引上げることに関す る施策について」)で規定 されていた 「ソ連邦財務省は,
省,官 庁,全 連邦 と共和国の連合,省 の総管理局お よびその他の管理局におけ る会
計業務の組織化に関す る全般的規程を作成 し,6カ 月以内に確認する」 とい う第4
事項(〔21〕49)に照応 して決定 された もの である。
(7)なお,ソ 連では,会 計問題が刑事問題 または民事問題 として訴訟される場 合があ
る。 この種の会計問題を解決す る人を会計判定官 《OKCIIePT・6yxranTep》とよび,そ
の仕事を会計裁判判定 《cyne6H《):6yxrahTePcKa∬9kcnePTva3a》といっている(〔4〕,
〔7〕)。
㈲ 革命前 ロシアにおけ る会計事情については 引用文献 〔32〕を参照。
(9)この ヴォル フは・AShortHistoryofAccountahtsandAccountancy(1912)の
著者 ウル フ 《A.H.Woolf》と姻戚関係にあるといわれている(〔25〕28)。
⑩ ブルジ ョア専門家の動 き,opyやBocyの 活動な どについては引用文献 〔33〕を
参照。
00第2次 世界大戦中 の ソビエ ト会計事情については引用文献 〔34〕を参照。
⑬ この時期についてはつ ぎの ようにいわれ ている。「最近の10年間で,ソ 連邦財務 省
とソ連邦閣僚会議付属中央統計 局の協力で,・国民経 済の主要な部門における 会計の
統一を達成するために,多 くのことがな された。 統一勘定計画があ り,第1次 情報
の統一模範形態,簿 記の統一 された技術,形 態,制 度が作成 されて 成功裡に採用 さ
れ,こ れ らの ことが統一原則で当該部門におけ る会計を組織できるようになった。」
(〔13〕46-47)。
⑬1964年の会計責任者規程の全条文は引用文献 〔31〕で紹介してい るの で参照され
たい。
⑭HTOの 活躍などについては 引用文献 〔33〕を参照。
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